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 認知症の人は、2030年に830万人（人口の７％）、2060年に1,154万人（同12％）まで増加
する可能性。 

 認知症の有病率が上昇する場合、最大で高齢者の３人に１人が認知症になる可能性。 

65歳以上の認知症の人の推定者と推定有病率 

（出典）みずほ総合研究所「高齢社会と金融～高齢社会と多様化するニーズに金融機関はどう対応するか～」より、抜粋 
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（注）有病率は、各年齢の認知症有病率が上昇する場合の比率。破線間は95％信頼区間を示す。 
（資料） 「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成26年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 九州大学二宮教授） 

（年） 

認知症の人の増加① 
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 認知能力の低下により、金融機関が顧客の認知能力に問題があると判断した場合、顧客
保護の観点から金融サービスに一定の制限がかけられることがある。 

 成年後見開始後は、家庭裁判所が被後見人の状況を勘案して判断することとなるが、有
価証券については保有を継続するか、現金化が推奨される例が見られる。 

後見開始時に保有していた 
有価証券の取扱い 

認知能力が衰えたことによる
金融サービスの制限 

顧客の認知能力に問題があると判断した場合の金
融機関の対応例 

新規契約の停止（有価証券の売買等） 

既存契約の解除（信用取引、FX取引等） 

本人のみによる預貯金口座の引き出しの停止 

出典：地方家庭裁判所成年後見人Ｑ＆Ａより抜粋 

認知症の人の増加② 
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出典：厚生労働省「成年後見制度利用促進基本計画のポイント・概要」 



 （出所） 独立行政法人労働政策研究・研修機構「高年齢者の継続雇用等、就業実態に関する調査」（2011年） 
   ※ 複数回答 
   ※ 60～64歳は雇用者のみの回答（男性 ｎ＝1,224、女性 ｎ＝865）、65～69歳は自営業者を含む（男性 ｎ＝232、女性 ｎ＝157） 
   ※ 2011年7月現在の就業等の状況に対する意識を尋ねたもの 

○ 高齢者の就業理由は、60歳台前半では「生活の糧を得るため」が最も多いが、60歳
台後半では 「健康にいいから」「いきがい、社会参加のため」といった割合が増える。 
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高齢者の就業理由 

（出典）第21回市場ワーキング・グループ 厚生労働省提出資料 



高齢者のボランティア活動への参加は増加しており、ボランティア活動への参加意向を
持っている者も多く存在する。 

（出典）総務省「社会生活基本調査」より、金融庁作成 

ボランティア活動への参加率の推移 ボランティア活動への参加意向がある人の割合（年齢別） 

（出典）内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査(H23年)」より、金融庁作成 
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高齢者とボランティア 



現役時代から投資を行っていたと回答した人 現役時代から投資を行っていなかったと回答した人 

2,824人 5,806人 

↓ ↓ 

且つ、退職金で投資をしたと回答した人 
括弧内は上記回答に対する比率 

且つ、退職金で投資をしたと回答した人 
括弧内は上記回答に対する比率 

1,984人 
(70.3%) 

692人 
(11.9%) 

（出典）フィデリティ退職・投資教育研究所、退職者8000人アンケート、2015年調査より、金融庁作成 

 現役時代から投資を行ってきた者は、退職金でも投資を行う傾向が高い。 
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退職金と投資 



ポイント つみたてNISA 

長期投資 
投資を始めたら、長期間続けること！ 長期保有を前提とした制度 

非課税期間は20年間 

積立投資 
投資のタイミングをとらえるのは難しい！
定期的に自動で買付！ 

買付けの方法は、積立投資に限定 

分散投資 
分散投資でリスクを軽減！ 
資産の分散と地域の分散 ! 

対象は、国内外の株式・債券等に分散
して投資する投資信託 

手 数 料 
信託報酬は、長期の運用成果に大きな
影響！ 

信託報酬が低く、販売手数料もノーロー
ド（０円）の低コスト商品に限定 

分 配 金 
毎月、分配金を受け取ることは、長期の
運用には向かない！ 

毎月分配型でない商品が対象 

税  金 原則、運用益は課税（20.315％） 運用益は非課税 

資産形成（投資）にあたってのポイント 
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8 （出典）厚生労働省 第6回社会保障審議会年金部会資料より抜粋 



9 （出典）厚生労働省 第68回労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会参考資料より抜粋 



2018 40

2019 40

2020 40

2021 40

2022 40

2023 40

2024 40

2025 40

2026 40

2027 40

2028 40

2029 40

2030 40

2031 40

2032 40

2033 40

2034 40

2035 40

2036 40

2037 40

・非課税枠（最大）：40万円 

・非課税の期間：20年間 

・非課税の最大枠：800万円（40万円×20年） 

・投資対象：株式投資信託 

  長期の資産形成に適した商品に限定 

・非課税枠（最大）：120万円 

・非課税の期間：５年間 

・非課税の最大枠：600万円（120万円×５年） 

・投資対象：上場株式、株式投資信託、REIT など 

一般ＮISAとつみたてＮISA 

一般NISA つみたてNISA 

５年間 20年間 

選 択 
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2014

2015

2016 120

2017 120

2018 120

2019 120

2020 120

2021 120

2022 120

2023 120



 
 
 
 

退職等 
年金給付 

確定拠出 
年金 

 （企業型） 

自営業者等 公務員等 民間サラリーマン 第２号被保険者の 
被扶養配偶者 

1,505万人 4,358万人 

第１号被保険者 第３号被保険者 第２号被保険者等（※1） 

6,733万人（※

２） 

870万人 

※１ 第２号被保険者等とは、厚生年金被保険者のことをいう（第２号被保険者のほか、65歳以上で老齢、または、退職を支給事由とする年金給付の受給権を有する者を含む）。 
※２ 20～65歳未満人口は、6,965万人。人口推計（2018（平成30）年９月）調べ。 

確定給付 
企業年金 

厚 生 年 金 保 険 

厚生年
金 

基金 

  国 民 年 金 （ 基 礎 年 金 ） 

（代行部分） 

加入者数 
648万人 

加入者数 
901万人 

加入員数 
57万人 

iDeCo 

加入員数 
37万人 国民 

年金基金 

iDeCo（個人型確定拠出年金 ） 

※斜線部は、任意加入 
加入者数 
85万人 

（数値は2018（平成30）年３月末） 

加入者数 
447万人 

○ 20歳以上65歳未満人口に対し、企業年金・個人年金の加入者の割合は、25.0％ 
○ 厚生年金被保険者に占める企業年金・個人年金の加入者の割合は、38.9％ 
                             ※ 複数の制度に重複加入している加入者数を推計し控除して算出。 

年金制度の体系 

11 （出典）第21回市場ワーキング・グループ 厚生労働省提出資料 



〇 働き方・ライフコースの多様化が進む中、生涯にわたって継続的に老後に向けた自助努力を可能とす
るため、iDeCoについて、第３号被保険者や企業年金加入者※、公務員等共済加入者を加入可能とした。
（2017年１月施行） 

    

   ※企業型確定拠出年金加入者については規約に定めた場合に限る。 

国民年金（基礎年金） 

厚生年金保険 

専業主婦（夫）等 

（第３号被保険者） 

自営業者等 

（第１号被保険者） 

会社員 

（第２号被保険者） 
公務員等 

（第２号被保険
者） 

拠出限度額 
年額33万円 

（月額2.75万円） 

拠出限度額 
年額81.6万円 
（月額6.8万円） 

年金払い 
退職給付 
拠出限度額 

年額15.66万円 
 （月額1.31万円） 

※３ 
 

確定給付型 

厚生年金基金 

確定給付企業年金 

私学共済など 

拠出限度額なし 

企業型 

企業型 

拠出限度額 
年額66万円 

（月額5.5万円） 

 
 

拠出限度額 
年額14.4万円 
（月額1.2万円） 

拠出限度額 
年額27.6万円 
（月額2.3万円） 

※１ 企業型のみを実施する場合は、従業員によるマッチング拠出ができることを定めない場合であって、①iDeCoに加入ができること、②企業型への事業主掛金の上限を年額42万
円(月額3.5万円)以下とすることを規約で定めた場合に限り、iDeCoへの加入が可能。 

※２ 企業型と確定給付型を実施する場合は、 従業員によるマッチング拠出ができることを定めない場合であって、①iDeCoに加入ができること、②企業型への事業主掛金の上限を
年額18.6万円(月額1.55万円)以下とすることを規約で定めた場合に限り、iDeCoへの加入が可能。 

※３ 保険料率の上限は、労使あわせて1.5％と法定されている。標準報酬の月額の上限は62万円、標準期末手当等の額の上限は150万円であり、これらに基づき表中の拠出限度
額を算出している。 

拠出限度額 
年額27.6万円 
（月額2.3万円） 

拠出限度額 
年額24.0万円 
（月額2.0万円） 

※１ 

※２ 

 ※ 国民年金基金等 
   との合算枠 

国民年金基金 
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個人型確定拠出年金（iDeCo）の加入可能範囲の拡大 

（出典）第21回市場ワーキング・グループ 厚生労働省提出資料 



○ 老齢給付において、年金により受給している者の１件当たり給付額は、 66万円（2017年度）となっている。 
〇 一時金により受給している者の１件当たり給付額は、328万円（2017年度）となっている。 

iDeCoの給付額 

出所：確定拠出年金統計資料2002年3月末～2018年3月末（運営管理機関連絡協議会） 

13 （出典）第21回市場ワーキング・グループ 厚生労働省提出資料 
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路線価 
（公示地価の80%程度） 

固定資産税評価額 
（建築費の50～70%） 

市場取引価格（時価）の
70% 

預入残高の100% 

取引所終値の100% 

建物 

ゴルフ会員権 

定期預金 

上場株式 

土 
地 

価格変
動 

リスクな
し 

価
格
変
動
リ
ス
ク
あ
り
 

  相続税評価額 

（注）土地等の資産については、実際の取引価格にばらつきがあることや、路線  
 価等の算出頻度が少ないこと等を踏まえ、実際の取引価格より割り引いた額 
 で評価されている。 

他の資産の評価方法との比較 

◆上場株式等の相続税に係る現状及び問題点 

○ 相続財産となった上場株式等は、原則として相続時

点の時価で評価される。現行制度では、相続時の時

価と、相続時以前3か月間（相続発生月、その前月、

前々月）の各月における終値平均額のうち、最も低い

価額で評価。 

○ 土地・建物については、価格変動リスクを考慮し、評

価額から割り引いた額を相続税評価額としている一方、

上場株式については、納付期限まで（10か月間）の価

格変動リスクがあるにもかかわらず、取引所終値の

100％で評価されている。 

○ こうした評価方法が相続税対策として、高齢者の資

産が土地・建物に向かうインセンティブとなっていると

の指摘がある。 

○ 株式の評価額についても、土地・建物と同様、価格

変動リスクを相続税評価額に織り込む必要があるの

ではないか。 

第17回市場WG 
金融庁提出資料 
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事業承継① 

廃業予定企業の廃業理由 事業承継の準備内容 

（出典）中小企業庁委託「中小企業における事業承継に関
するアンケート・ヒアリング調査」より、金融庁作成 

（出典）日本政策金融公庫総合研究所「中小企業の事業
承継に関するインターネット調査」より、金融庁作成 

（出典）未来投資会議構造改革徹底推進会合資料（平成29年11月14日）より抜粋 （出典）未来投資会議構造改革徹底推進会合資料（平成29年11月14日）より抜粋 

 今後10年間で200万人を超える中小企業等の経営者が引退時期を迎える中、事業承継は重要な課題 

 事業承継において、後継者がいないことなどが廃業理由の上位に挙げられている一方、事業承継の準備内容とし
ては、株式等の整理・承継が上位に挙げられている。 
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事業承継② 

© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved. 4

改正の内容

 次の目的を全て達成するために行われる一連の店頭有価証券の売買等に係る投資
勧誘を解禁する。

 買付者が、発行会社の総株主の議決権の過半数を取得すること。
（既に総株主の議決権の過半数を有している買付者が議決権を追加的に取得する

こと 及び 買付者の有する議決権の数と他者の有する議決権の数との合計を
総株主の議決権の過半数とすることを含む。）

 買付者又は当該買付者により指名された者が当該店頭有価証券の発行会社の
代表者に就任すること。

事業承継の円滑な実施

社会的課題

協会員課題解決へ貢献

非上場株式の投資勧誘
原則禁止⇒新たな制度創設による一部解禁

店頭有価証券に関する規則の改正（1/2）

（出典）日本証券業協会「非上場株式の取引の在り方の検討結果～「株主コミュニティに関する規則」 及び「店頭有価証券に関する規則」 の改正について～より抜粋 
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事業承継③ 

© Japan Securities Dealers Association.All Rights Reserved. 5

 「経営権の移転等」を取り扱う際の主な要件

買付候補者の属性等について同意

・・・属性とは、例えば、会社経営の有無や
資力など

発行会社と

• 前頁の〝目的〟を達成できる見込みが
ない場合には売買等を行えない旨

• 買付候補者は、発行会社に対する取引
前調査を行うことができる旨

などを説明

顧客へ

買付候補者と

取引前調査を行った場合には、その概要を
協会員に提供するとともに他の顧客に提供
することへの同意

買付候補者と

取引前調査の結果の概要を取得した場合
には、原則、顧客に対し当該概要を提供し
なければならない

協会員自身は

 本件投資勧誘の実施に当たっては、当面は、本協会への事前事後の報告が必要である。

店頭有価証券に関する規則の改正（2/2）

（出典）日本証券業協会「非上場株式の取引の在り方の検討結果～「株主コミュニティに関する規則」 及び「店頭有価証券に関する規則」 の改正について～より抜粋 
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 高齢顧客の定義 
• 75歳以上（目安）の顧客 
  ※80歳以上（目安）の顧客に対してはより慎重な勧誘等 

 

 勧誘留意商品の選定 
• 役席者の事前承認が必要な商品（勧誘留意商品）と 
 それ以外の商品の範囲を区分 
  ※国債、社債、公社債投資信託等は事前承認不要 
 

 80歳以上の高齢顧客への対応 
• 担当営業員が勧誘留意商品の勧誘を行う場合、原則として 
 翌日以降受注 
• 受注は役席者が行う 

日本証券業協会の高齢顧客投資勧誘ガイドライン 



（資産額） 

①現役期 

（年齢） 

資産形成期 運用・取崩し期 

親の相続 

就職 

生前贈与or被相続 

独居/同居/扶養 

30歳頃     40歳頃     50歳頃           60歳頃               70歳頃                80歳頃     90歳頃    100歳頃 

退職 

資産管理期 

子の進学 

子の誕生 

結婚 

住宅購入 

親の介護 

②リタイヤ期前後 ③高齢期 

約358万円※1  

約50万円※2 

三大都市圏：約2500万円～約4,500万円※3 
その他地域：約1900万円～約3,700万円※3 

0～1,000万円※8 

約 7 6 5 万 （ 全 て 公 立 校 ） ～ 
約2,463万円（全て私立校）※5 

リフォーム：約465万円※7 

約195.7万円※9 

再雇用時の給与水準：65.4％ ※6 

（出典） ※１   株式会社 リクルートマーケティングパートナーズ「ゼクシィ結婚トレンド調査2018」 
     ※２ 公益社団法人 国民健康保険中央会「正常分娩分の平均的な出産費用について（平成２８年度）」 
     ※３  住宅金融支援機構「2017年度フラット３５利用者調査」より土地付注文住宅、注文住宅、建売住宅、 
         マンション、中古戸建及び中古マンションの取得費（建築費・土地取得費含む）の平均値 
     ※４ 厚生労働省「今後の仕事と家庭の両立支援に関する研究会報告」参考資料  
     ※５ 文部科学省「平成28年度子どもの学習費調査結果」及び 
         独立行政法人「平成２８年度学生生活調査報告書」より金融庁作成     

ライフステージに応じて発生する費用等の例 

加齢等による認知・判断
能力の漸進的な衰え 

就労継続 

リフォーム/
住替え 

健康 
or 

要介護 

葬儀 

在宅介護期間：約34ヶ月※4 

 ※     内の数値は各調査結果の平均値 

※６ 厚生労働省「平成29年職種別民間給与実態調査」 
※７ 国土交通省「平成25年住生活総合調査結果」 
※８ 生命保険文化センター「平成27年度生命保険に関する全国実態調査」 
    初期費用80万円＋（月額7.9万円×12月×10年）=1,028万円 
※９ 一般財団法人 日本消費者協会「葬儀についてのアンケート調査」 
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